
独立行政法人国立高等専門学校機構の評価等に関する有識者会合 

議事次第 

１．日 時  令和８年７月１３日（月）１０：００～１２：００ 

２．場 所  文部科学省 １５階特別会議室 

３．議 題 （１）令和７事業年度における業務実績の評価について

（２）その他

４．配付資料 

資料１   独立行政法人国立高等専門学校機構の評価等に関する有識者会合に 

ついて 

資料２  独立行政法人国立高等専門学校機構の評価等に関する有識者会合の 

公開について 

資料３ 独立行政法人制度の概要と今年度の有識者会合の運営について 

資料４ 独立行政法人国立高等専門学校機構の令和７年度における 

業務の実績に関する評価（案） 

参考資料１ 独立行政法人国立高等専門学校機構 令和７年度事業報告書 

参考資料２ 独立行政法人国立高等専門学校機構 令和７年度財務諸表 

参考資料３ 独立行政法人国立高等専門学校機構 令和７年度決算報告書 

参考資料４ 独立行政法人国立高等専門学校機構 第５期中期目標 

参考資料５ 独立行政法人国立高等専門学校機構 第５期中期計画 

参考資料６ 独立行政法人国立高等専門学校機構 年度計画（令和８年度） 
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